
 

 

けない」「長時間は働けない」等、

正社員として働くことに何らかの

制約のある人に対して「正社員」

の道を開くメリットがあるとされ

ています。 

しかし、「賃金を低く抑えるた

めの口実として使われる」「通常

の正社員よりも解雇されやすい」

などといった懸念の声も挙がって

います。 

 

 

「コンプライアンス違反」で

倒産する企業の特徴 
 

◆増加する“コンプライアンス

違反倒産” 
粉飾決算や脱税、偽装などのコ

ンプライアンス違反は、今や企業

の存続すら危うくしてしまう可能

性のある重大事項となっていま

す。 

先日、帝国データバンクから、

コンプライアンス違反が原因で倒

産（＝コンプライアンス違反倒産）

した企業について調査・分析した

結果が発表されました。 

この調査は 2005 年度から実施

されており、この調査で判明した

2013 年度における「コンプライ

アンス違反倒産」（負債 1 億円以

上の法的整理のみ）は、過去最多

の 209件（2005年度は74件、2012

年度は 200 件）となりました。 

◆違反の類型別に見ると… 
主なコンプライアンス違反の類

型は次の通りです。 

（１）粉飾（52 件） 

（２）業法違反（33 件） 

（３）資金使途不明（22 件） 

（４）不正受給（17 件） 

（５）雇用（16 件） 

上記のうち、「不正受給」には助

成金や介護報酬などの不正受給が

含まれ、「雇用」には主に労働基準

法違反が含まれています。 

また、業種別に見てみると、上

位から「建設業」（56 件）、「サー

ビス業」（43 件）、「製造業」（34

件）、「卸売業」（29 件）、「運輸・

通信業」（28 件）の順となってい

ます。 

◆コンプライアンス違反の影響 
コンプライアンス違反は、多額

の金銭的影響（課徴金の納付、第

三者委員会の調査費用等）がある

他、消費者や取引先へ与える影響

も多大です。 

財務基盤が弱い企業、顧客離れ

が大量発生した企業については、

これらの影響により簡単に倒産す

ることがあり得る時代なのだと言

えます。 

 

 

４月以降の労働・社会保険 

事務で留意すべき改正点 
 

◆労働保険関係 
育児休業給付の支給率（休業前

の賃金に対する給付割合）が、休

業開始後６カ月の間は、50％から

67％に引き上げられます。 

また、教育訓練給付金が拡充さ

れ、厚生労働省の指定講座を受け

る場合の支給額が受講費用の２割

から４割に引き上げられ、資格取

得等のうえで就職に結びついた場

合はさらに受講費用の２割を追加

支給します。 

また、再就職後６カ月以上職場

に定着することを条件に、離職前

の賃金よりも再就職後の賃金が下

がった場合には、再就職手当の他

に就業促進定着手当（上限あり）

が支給されます。 

この他、特定理由離職者等の失

業等給付の給付日数に関する暫定

措置が、３年間延長されました。 

◆年金保険・企業年金関係 
2014 年度の国民年金保険料は

15,250 円です。 

また、2014 年度の年金額は、

0.7％引き下げられて 64,400 円と

なり、４月分の年金が支給される

６月から変わります。 

さらに、４月１日以降に妻が死

亡した父子家庭にも遺族基礎年金

が支給されることとなった他、産

休期間中の保険料免除制度が４月

からスタートし、この対象となる

のは４月 30 日以後に産休が終了

する被保険者です。 

この他、厚生年金基金制度の原

則 10 年後廃止を定めた、いわゆる

「厚生年金基金見直し法」が４月

１日より施行されています。 

◆医療保険関係 
３月末までに 70 歳に達してい

る方を除いて、70～74 歳の方の医

療費の窓口負担が本来の２割負担

となりますが、高額療養費の自己

負担限度額については据え置かれ

ることとなります。 

また、後期高齢者医療の保険料

率が改定され、2014年度から2015

年度の保険料額は全国平均で月額

5,668 円（見込）となります。 

◆介護保険関係 
第２号被保険者が負担する介護

保険料が月額平均 5,273 円（見込）

となりますが、実際の保険料額は

被保険者の加入する健康保険の種

類によって異なります。 

 

◆改正法案成立に伴う企業へ

の影響 
改正法案が成立した場合、企業

にはどのような影響があるのでし

ょうか？ 

まず、ストレスチェックは健康

診断の際に行われることが想定さ

れるため、健診項目が増えること

により健診にかかる費用がアップ

する（企業の負担が増える）こと

が考えられます。 

また、今まで潜在化していた従

業員の精神疾患（うつ病など）が

ストレスチェックの実施を契機に

顕在化することも考えられますの

で、これらの従業員への対応（労

働時間の短縮、担当業務の見直し、

休職制度の適用、労災申請への対

応等）が迫られる可能性もありま

す。 

いずれにしても、施行日（スト

レスチェック制度の創設について

は「公布から１年６カ月」）に向け、

対応を検討しておくことが必要だ

と言えるでしょう。 

 

 

「非正規社員の正社員化」

の動きと「限定正社員」 
 

◆小売、流通、外食を中心に増加 

先日、衣料専門チェーン「ユニ

クロ」を運営する株式会社ファー

ストリテイリングが、現在約３万

人いるパート社員・アルバイト社

員のうち、半数以上の約１万

6,000 人を今後２～３年かけて正

社員に登用していくことを発表し

たとの報道がありました。 

同社以外にも、流通業や外食産

業などにおいて、大手企業を中心

に「正社員化」の動きが広がって

いるようです。 

◆「正社員化」のねらい 
この「正社員化」の広がりの背

景には、以下のような企業の思惑

があるようです。 

・「経験豊富な非正規社員のノウ

ハウを活用したい」 

・「待遇改善によって優秀な人材

を定着させたい」 

・「景気回復の影響による人材不

足状態を解消したい」 

・「社員のやる気をアップさせて

業務の質を高めたい」 

◆「限定正社員」の活用 
なお、ファーストリテイリング

では、勤務地限定（店舗限定）で

働くことができ、雇用期間に定め

のない「限定正社員」の仕組みを

取り入れるとのことです。 

この「限定正社員」は、正社員

と非正規社員の中間に位置する

雇用形態であり、勤務地の限定の

ほか、職種や労働時間などを限定

するものもあり、最近では「多様

な正社員」や「ジョブ型正社員」

などとも呼ばれています。 

現在、「限定正社員」の仕組み

を積極的に取り入れていこうと

する政府・厚生労働省の動きがあ

りますが、何らかの「限定」があ

ることにより、通常の正社員より

も待遇（賃金水準）が低く設定さ

れることが一般的です。 

◆「限定正社員」に対する懸念 
限定正社員には、育児や介護が

必要なため「自宅の近くでしか働

改正安衛法案に盛り込まれ

ている「ストレスチェック」

実施による企業への影響 
 

◆改正法案の内容 
今国会で成立する見込みの「改

正労働安全衛生法案」ですが、そ

の主な内容は次の通りとなってい

ます。 

(1)化学物質管理のあり方の見直

し 

(2)ストレスチェック制度の創設 

(3)受動喫煙防止対策の推進 

(4)重大な労働災害を繰り返す企

業への対応 

(5)外国に立地する検査機関等へ

の対応 

◆「ストレスチェック制度」

の概要 
上記（１）～（５）のうち、最

も注目されている項目は（２）の

「ストレスチェック制度の創設」

ですが、その内容は次の通りです。 

・労働者の心理的な負担の程度を

把握するための、医師・保健師等

によるストレスチェックの実施

（希望者のみ）を事業者に義務付

ける。ただし、従業員 50 人未満

の事業場については当分の間努

力義務とする。 

・ストレスチェックを実施した場

合には、事業者は、検査結果を通

知された労働者の希望に応じて

医師による面接指導を実施し、そ

の結果、医師の意見を聴いたうえ

で、必要な場合には、作業の転換、

労働時間の短縮その他の適切な

就業上の措置を講じなければな

らないこととする。 
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